
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認富山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

富山厚生年金 事案 639 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ、か

つ、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は 19 年 10 月

20 日であったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資

格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 17 年６月から 18 年８月

までは 110円、同年９月から 19年９月までは 150円とすることが妥当である。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 19年 10月 20日まで 

昭和 14 年４月にＡ社へ入社し、同社Ｂ工場で勤務していた。同社は軍の

指定工場でもあったため、私は、17 年６月１日の厚生年金保険の開始とと

もに同保険に加入した。 

その後、昭和 19年 10 月 20日にＡ社Ｃ工場へ異動したが、オンライン記

録では、同社Ｂ工場で勤務していた期間が厚生年金保険の被保険者になっ

ていない。 

申立期間については、Ａ社Ｂ工場で勤務していたので、厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

年金手帳番号払出簿及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下

「被保険者台帳」という。）の記録により、申立人は、昭和 17 年１月１日に

厚生年金保険（当時は、労働者年金保険）の被保険者資格を取得しているこ

と（ただし、被保険者記録への算入期間は、労働者年金保険料徴収が開始さ

れた 17年６月１日以降の期間とされる。）が確認できる。 

一方、管轄の年金事務所からの回答によると、申立期間当時のＡ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、過去の火災により焼失したことがう

かがえる上、当該被保険者台帳の資格喪失日欄が空欄となっているため、申



                      

  

立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日が確認できない。 

しかし、ⅰ）申立人に係る被保険者台帳には、昭和 18 年９月の標準報酬月

額が 150 円と記載されていること、ⅱ）申立人が名前を挙げた元同僚（３

人）の被保険者台帳には、「Ａ社」の記載があること、ⅲ）申立人が名前を

挙げた元同僚の一人は、「昭和 19 年３月まで、申立人と一緒にＡ社のＢ工場

で勤務していた。」と回答していること、ⅳ）申立人は、「申立期間後の 19

年 10 月 20 日に同社Ｂ工場からＣ工場に異動した。」と主張しているところ、

申立期間後の記録については、Ｄ社会保険事務所（当時）が保管しているＡ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、厚生年金保険の資格取得日

が同年 10 月 20 日と記載されており、申立人の主張と一致していることから、

申立人の主張は信ぴょう性が高く、申立人は、申立期間において同社で継続

して勤務していたと推認できる。 

また、年金手帳番号払出簿において申立人と同日付けで資格を取得してい

る 14 人に係る被保険者台帳を確認したところ、申立人と同様にＡ社における

資格喪失日が記入されていない者が、10 人確認できることから、申立期間当

時の社会保険事務所では、同社に係る年金記録の管理が不適切であったこと

がうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に厚

生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対し行っ

たことが認められ、かつ、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資

格喪失日は 19年 10月 20日であったと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、申立人に係る被保険者台帳の記録から、

昭和 17 年６月から 18 年８月までは 110 円、同年９月から 19 年９月までは

150円とすることが妥当である。 

 

 



                      

  

富山厚生年金 事案 640 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額(２万 4,000 円)であったと認めら

れることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を２万 4,000 円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年８月１日から 33年８月１日まで  

             ② 昭和 35年５月１日から同年８月１日まで 

申立期間①について、Ａ社Ｂ支店に昭和 32 年３月から 35年 10月まで在

籍したが、その期間の標準報酬月額について、32 年８月から１万 4,000 円

に減額され、33年８月に元の標準報酬月額の１万 8,000円に戻っている。 

給与が下がることは無かったので、標準報酬月額について調査してほし

い。 

また、申立期間②の標準報酬月額についても調査してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、オンライン記録では、申立人の標準報酬月額は、１

万 8,000 円と記録されているが、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票（マイクロフィルム）によると、申立人の標準報酬月額が２万 4,000

円と記録されていることが確認できる。 

また、管轄の年金事務所からの回答によると、申立期間②前後の昭和 31 年

８月から 32 年２月までの期間及び 36 年 10 月から 37 年６月までの期間につ

いても、オンライン記録に誤りが発見されたことにより、年金事務所の職権

において申立人の標準報酬月額が記録訂正されていることから、申立期間当

時の社会保険事務所では、申立人に係る年金記録の管理が不適切であったこ

とがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（２万 4,000 円）であったと認め



                      

  

られることから、申立期間②の標準報酬月額の記録を２万 4,000 円に訂正す

ることが必要である。 

一方、申立期間①について、Ａ社が保管する申立人に係る従業員カードに

は、「本俸」欄に金額が記載されていることは確認できるものの、給与から

控除された厚生年金保険料額が記載されていない上、同社は、ほかに賃金台

帳等の資料を保有していないため当時の状況は不明と回答しており、当該期

間に係る申立人の報酬額及び厚生年金保険料の控除額について確認できない。 

また、Ｃ健康保険組合は、申立期間①当時の申立人の加入記録が確認でき

ないため、申立人に係る標準報酬月額も不明と回答している。 

さらに、申立人と同様に、Ａ社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動した元同僚が

一人いるが、当該同僚の標準報酬月額も、異動後に減額されていることが確

認できるとともに、同社Ｄ支店からＥ県内の支店に異動した元同僚二人の標

準報酬月額も、異動に伴い減額されていることが確認できることから、申立

人のみが他の同僚と異なる取扱いをされていた状況はうかがえない。 

加えて、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿(マイクロフ

ィルム)を確認しても、申立人の標準報酬月額の記載内容に不備は見当たらず、

さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

このほか、申立期間①において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


